
宮城県

宮城県では・・・・
精神障害者の地域移行の取組みは圏域ごとに進めてきました。一般相談支援事

業所が０か所の圏域や震災で関係機関との話し合いをリスタートした圏域などが
あり，その圏域にあった仕組みづくりをしています。

地域移行の取組み

平成27年度中核的人材育成研修フォローアップ会議「事前課題」シート



11 県の基礎情報県の基礎情報

宮城県

※H28年1月時点

圏域数 二次医療圏 ４圏域

人口 ２，３３３，５９２人

精神科病院の数 ３７病院

精神科病床数 ６，１９５床

入院精神障害者数
（H27.3.31現在）

3か月未満：１，０３８人（１９．７％）

３か月以上１年未満：９４６人（１８．０％）

１年以上：３，２８２人（６２．３％）

退院率
（H24.6.30現在）

入院後３か月時点：５０．３％

入院後１年時点：８２．８％

相談支援事業所数
一般相談事業所数：４４

特定相談事業所数：１２２

障害福祉サービスの
利用状況（H27.10
月）

地域移行支援サービス：５人

地域定着支援サービス：４人

保健所 宮城県７カ所２支所 仙台市１保健所５支所

自立支援協議会
（精神障害者の地域移行について議論）精神部会

（活動頻度）：2回／年

（人材育成について議論）研修企画会議
（活動頻度）：３回／年

精神保健福祉審議会
宮城県精神保健福祉審議会
仙台市精神保健福祉審議会

基本情報

仙台市の取組
・平成18年から個別支援を開始
・事業運営委員会の開催
・相談支援事業所との地域移行
推進連絡会の開催

・病院への説明・意見交換
・リーフレット等の作成・配布
・研修会の開催 等

仙台市

宮城県の取組
・自立支援員（地域移行推進員）を配置し個別支援（H24廃止）
・高齢入院患者地域移行支援事業
・地域移行支援会議にて圏域の課題を検討。
・自立支援協議会精神障害部会にて県内の課題等を検討
・研修会の開催

宮城県



22 都道府県としての精神障害者の地域移行推進のための人材育成の取り組みの経緯都道府県としての精神障害者の地域移行推進のための人材育成の取り組みの経緯

宮城県

○継続事業
・精神障害者相談支援研修会 県精神保健福祉協会委託
・精神障害者等相談支援体制強化事業（アドバイザー派遣）県精神保健福祉協会委託

（精神障害者の相談支援の強化を目的の事業だが，退院支援や地域移行を
テーマに開催している。）

○平成２６年度
・退院支援に係る医療と福祉の連携研修会

内 容：改正精神保健福祉法の踏まえた医療と福祉の連携についての講義，病
院の取組紹介，圏域ごとのグループワーク

実施主体：宮城県精神保健福祉センター，仙台市精神保健福祉総合センター
・中核的人材育成研修に参加
○平成２７年度
・研修企画会議の開催

参加団体や事業所内での研修の情報交換や地域移行研修会の意見交換
・地域移行研修会

内 容：地域移行に取組む看護師を講師に講義と事例検討
実施主体：宮城県精神保健福祉センター，仙台市精神保健福祉総合センター，日

本精神科看護協会宮城県支部



３３ 都道府県としての精神障害者の地域移行の取り組みの経緯都道府県としての精神障害者の地域移行の取り組みの経緯

宮城県

H15年度

自立支援員の配置（県精神
保健福祉協会に委託，H17から全
県域で実施）

H15年度
地域支援会議の開催
（圏域ごとに課題など検討）

H21年度
地域移行推進員の配置
（相談支援事業所2か所に委託）

H24廃止
個別給付化

H21年度

地域移行体制整備コー
ディネーターの配置
（保健所保健師）

H25廃止

H21年度
ピアサポーターの活用

（病院内で体験談を話す）

H27終了

個別給付ではなく委託の中
で対応し，給付数が少ない

病院のDC利用者がピアサ
ポーターとして活躍

地域移行について調査結果
を圏域の会議で報告・検討

入院者が退院した
い！という気持ちを
大事にする

病院内での職種を生か
した係わりが大事！

本人と家族の意向が合わ
なくて大変
地域と一緒に知恵を出す

H24年度
高齢入院患者地域支援事業

H19年度

自立支援協議会
の設置

中断中の
圏域あり

退院先の確保と緊急時
の連絡先の確保が課題

医療機関と相談支援事業所
に地域移行について調査

H26年度再開
地域移行をテーマに話合い

H22年度
自立支援協議会
精神部会の設置

震災で中断



3-13-1 大崎圏域の取組①大崎圏域の取組①

宮城県

○平成25年に障害者総合支援法が施行され，個別給付化になったけれ
ど･･･どこに連絡するといいか？どのタイミングで連絡するといいか？

○平成25年度
高齢入院患者地域移行支援事業を圏域の精神科医療機関で受託。
精神保健福祉関係連絡会議（保健所主催，市町や相談支援事業所，
医療機関が参加）
→連携窓口を明確化，連携の時期を共有（連携の枠組みが決まっ

ていると動きやすいなどの意見も）
○平成26年度

精神保健福祉関係連絡会議
→一般相談支援事業所の指定はないまま。一般相談支援事業所の

確保だけではなく，関係機関の連携も必要！（家族の力が弱く
なってきたのではないか，入院中から連携を高めていけるとい
いなどの意見も）

平成２７年度は，長期入院者の対応も含め，平時の精神保健福祉活動の
連携を強化することで，大崎管内の精神保健福祉活動の底上げを目指し，
新たな長期入院者が生じるのを予防する。

地域支援会議とワーキングで大崎版連携パスを検討していこう

＜大崎圏域の状況＞

人口 ２０５，６０１人

市町村 ５（１市４町）

精神科病院 ４病院

精神科病床 ６４６床

３ヶ月未満入
院者

１０４人
（１８．２％）

３ヶ月から１
年未満入院者

１１８人
（２０．６％）

１年以上入院
者

３５１人
（６１．３％）

一般相談支援
事業所

０ヶ所

特定相談支援
事業所

１５ヶ所

自立支援協議
会

５か所

会議関係 精神保健福祉関係
連携会議
地域支援会議



3-23-2 大崎圏域の取組②大崎圏域の取組②

宮城県

全体会議（地域支援会議）とワーキングで関係機関で集まり，地域連携
パスを検討した。

・参加した関係者が同じ目標がもてるようになった
・率直な意見交換ができるようになった 等々

顔の見える関係ができた
―連携の財産―

途中経過です
・連携パスは現在最終案を各関係機関の意見を集

約中
・入院者向け退院支援のポスター案も意見を集約

中
・地域にある社会資源集の内容もそれぞれの機関

で内容確認中

次年度以降
連携パスを使ってみた感想等について関係者と

会議等で意見交換を予定している
―より連携しやすいものにしていきたい！



44 都道府県としての来年度への抱負都道府県としての来年度への抱負

宮城県

地域移行の推進について

・その圏域にあった地域移行を推進していくとともに，必要な人材育成を考
えていく。

・圏域ごとに現状や課題を共有し，連携パスの作成などを通して顔の見える
関係づくりをすすめる。

市町村支援について

地域移行推進のための人材育成について

・退院後生活環境相談員の意見交換や高齢入院患者地域支援事業の効果の周
知に努めていく。

・震災後医療機関・行政・事業所もダメージが大きかった沿岸部での取組の
推進を検討する。



５５ 次年度の戦略次年度の戦略

宮城県

長期目標

時期 研修等の名称 内容等

未定 自立支援協議会精神障害部会
（地域移行の事例調査）

医療機関と相談支援事業所に行った調査を基に具体
的な事例や取組みについて調査

未定 地域移行研修会 多職種連携を目的に開催

未定 退院後生活環境相談員の意見交換会 退院に向けての取組について意見交換等

未定 精神障害者相談支援研修会 相談支援事業所や障害福祉サービス事業所が精神障
害者の支援に取り組めるよう後押し

・入院後3か月時点退院率６４％，入院後1年時点の退院率９１％以上
・在院期間１年以上の長期在院者数の減少（平成24年度から１８％減少）

（平成２９年度まで 第4期宮城県障害福祉計画）

短期（次年度）目標

退院後生活環境相談員の意見交換や高齢入院患者地域支援事業の効果の周知に努めてい
く。震災後医療機関・行政・事業所もダメージが大きかった沿岸部での取組の推進を検
討する。

目標達成のためのスケジュール（いつ、だれが、何を、どのように実施するか）


